
このような社会の変化へ対応するために目指しているのが、「地
域包括ケアシステム」の構築です。地域包括ケアシステムは医
療、介護、予防、生活支援、住まいから構成されており、それ
ぞれの要素を充実させるとともに、それらをネットワークとし
て一体的に提供していく必要があります。地域包括ケアシステ
ムの実現のために、既に様々な取組が動き出しているところで
すが、2018 年度に医療計画、介護保険事業（支援）計画、診
療報酬、介護報酬を同時改定し、医療と介護の一体的な提供体
制の整備に向けて取り組んでいるところです。

個別の対策として、医療の分野では、「治す医療」から「治し、
支える医療」への転換を図るために、病院医療の機能分化を進
めるとともに、かかりつけ医が参画した地域の在宅医療体制を
整備する必要があります。
病床機能の分化・連携を推進するために、2014 年 6 月に成立
した医療介護総合確保推進法に基づき、医療法が改正され、「病
床機能報告制度」（2014 年 10 月～）と「地域医療構想」

（2015年4月～）が導入されました。現在、各都道府県において、
地域医療構想を策定するとともに、その実現に向けた地域医療
構想調整会議における議論が進められています。
さらに、人口構造の変化や地域の実情に応じた医療提供体制の
構築に向けて、地域医療構想との整合性の確保や、地域間偏在

等の是正などの観点を踏まえた医療従事者の需給の検討を進め
ています。今後、医師偏在対策については、医師が勤務地や診
療科を自由に選択するという自主性を尊重した対策だけでなく、
一定の規制を含めた対策を行っていく観点も踏まえて議論を進
めています。
また、高齢者が地域における自立した生活を維持するためには、
介護サービスの提供とあわせて、必要な介護予防や生活支援サー
ビスが一体的に提供されることが重要となります。さらには、
介護ニーズの量的拡大に応える基盤整備、特に、サービスを担
う介護人材の量・質ともに安定的に確保する方策を講じる必要
があります。加えて、ますます増加すると予測される認知症患
者への対策や、在宅医療と介護の連携強化も重要な要素です。
市町村において、地域の特性を踏まえた上で、様々な取組みを
進めており、都道府県及び国からは、市町村の取組みが円滑に
進むよう、計画作成や現状分析のためのデータ提供などの支援
を行っています。

　

高齢者介護施策を担当しています。世界に前例のない超高齢
社会（お手本にできる国がないのです！）をよりよいものと
するため、医療介護の連携の在り方を冷静に考えつつ、それ
らが保証された活力ある社会の実現を目指して、日々業務に
当たっています。特に、医療関係者に介護の状況を、介護関係
者に医療的背景を如何に理解してもらうか、介護施策を担当
する医系技官として日々頭を悩ませています。

私は医学部の定員や臨床研修制度、専門医の仕組みなど医
師の養成に関することを担当しています。（ひょっとしたら
皆さんに一番身近な仕事をしているかもしれません！）一
人前の医師になるためには、最低でも医学部で6年、臨床研
修で2年、後期研修で約3年と10年を超える長く辛い修行
が必要です。多くの医師が過酷な勤務状況で医療を支えて
いる中、日本にはどんな医師がどれくらい必要か真剣に考
えています。
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いわゆる2025年問題とは、「団塊の世代が75歳以上となることで
起こると予測される様々な問題」を指しています。高齢者人口の急
激な増加や、疾病構造の変化に伴う、支え手となる現役世代への負
担の増加や、要介護・要支援認定者や認知症患者などの、支援を必要
とする方の増加など、多くの問題が指摘されています。

TOPICS  01
チームで取り組むプロジェクト

医系技官は、医療や介護の分野だけではなく、疾病予
防、生活支援その他様々な分野において、その専門性
を生かして、地域包括ケアシステムの実現に向けた議
論の中心的な役割を担っています。

医系技官の役割

専門職が一丸となって高齢化社会に立ち向かう

だれもが安心できる医療体制作りを目指して

全ての医師が満足できるキャリアデザインを！

2025年問題への
取り組み

「地域包括ケアシステム」の構築へ向けて

医療介護分野における取組み

赤ちゃんからお年寄りまで、誰もが安心して医療を受けら
れる環境を作るため、日々取り組んでいます。これからの
日本は、高齢化の進み具合も、それに伴う疾病構造も地域
ごとに大きく異なります。これまでの金太郎飴のような全
国一律の考えに基づく医療体制ではなく、地域の特性を踏
まえた医療体制、まさに“ご当地の医療”を作るべく頭をひ
ねっています。すべての国民が、どこに住んでいても必要
な医療が受けられる国にすることが、私の目標（夢）です。

介護保険事業計画
市町村は、日常生活圏域を設定し、その圏域ごとの
介護サービス量の見込み等を算定し、介護保険事
業計画を策定する。都道府県は、それに基づき、介
護保険事業支援計画を策定する。介護保険法に基
づき策定され、３年ごとに改正。

医療計画
都道府県が、地域の実情を踏まえて、医療提供体制
の確保を図るために定める計画であり、医療圏の設
定や、基準病床数の算定、地域医療構想の策定等を
行う。医療法に基づき策定され、今後は６年ごとの
改正を予定。
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